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科学技術に関するグローバル情報コモンズの構築・活用に向けて 
 

○鎗目 雅 （東京大学） 
 
1. 背景 
近年 “Knowledge-Based Economy” と言われるように、社会・経済活動における知識に基づく活動の

重要性は飛躍的に高まっている(Foray and Lundvall, 1996)。科学技術に関する知識の内容は急激に高

度化・専門化が進み、各学問分野の専門領域が細分化する一方、社会における様々な問題は複雑化・不

透明化しつつあり、一人の人間が全体像を把握することはもはや不可能となっている(小宮山, 2005)。
こうした状況の下では、知識が各領域・組織内で閉じた形で独立に生産される様式から、社会における

行動主体が個別の境界を越えて知識の創出・伝達・活用を共同して行うことが重要となってきている。

ネットワークを通じて多様な主体が共創的に取り組むことにより、単独では対処することが困難な複雑

な問題に対して、従来得られなかった有効解を発見し、イノベーションの創出につなげることができる

可能性がある(Freeman, 1991; Powell and Grodal, 2005; 馬場 and 鎗目, 2007)。企業活動においても、

知識生産のネットワーク化を基盤とした、オープン・イノベーションの役割が重要視されてきている

(Chesbrough, 2006; Committee for Economic Development, 2006; Huston and Sakkab, 2006)。 
科学技術の研究においては、飛躍的に向上したコンピュータ・ネットワークの能力によって情報・デ

ータの収集・活用が加速度的に進行し、科学技術の研究を質的に変革しつつある(Emmott, 2006; Foster, 
2006; Szalay and Gray, 2006)。そうした成果に基づいた顕著な例として、バイオ・インフォマティッ

クスやマテリアル・インフォマティックスなど新しい学問領域が生まれてきている。こうした質量とも

に急激に拡大した科学技術データ・情報の共有は人類全体の共生にとっての前提条件であり、その基盤

となるインフラストラクチャの整備と、情報やデータが誰でも自由に使えるような制度を整えることが

必要不可欠となっている(David and Uhlir, 2006)。一方で、科学技術のデータ・情報基盤の効率的な活

用と権利保護・管理との間にはバランスが必要であり、経済・法律など社会的な側面を考慮した適切な

制度設計により、科学技術全体の生産性を向上させ、社会におけるイノベーションを促進しなければな

らない。Cyberinfrastructure、e-Science、Grid などの概念化が行われ、NSF、U.S. National Academies、
Research Councils UK などによって、その可能性と問題点・課題に関する詳細な検討が行われ始めて

いる (David and Spence, 2003; National Science Foundation, 2003; NSF Cyberinfrastructure 
Council, 2006; OSI e-Infrastructure Working Group, 2007)。 
特に、地球レベルでの持続可能性の追求においては、対象とする空間が広範囲に亘る、次世代を含む

長期間に関わる、要素間の相互依存関係が複雑である、そして不確実性が極めて大きいという特徴から、

異なる分野間での共創が本質的に必要とされている。自然、人間、社会の間の相互作用に関する基本的

な性質を理解するため、新しい学問的アプローチとしての Sustainability Science が提唱されている

(Kates, Clark, Corell, Hall, Jaeger, Lowe, McCarthy, Schellnhuber, Bolin, Dickson, Faucheux, 
Gallopin, Grubler, Huntley, Jager, Jodha, Kasperson, Mabogunje, Matson, Mooney, Moore, 
O'Riordan, and Svedin, 2001; Komiyama and Takeuchi, 2006)。その体系化に当たっては、自然環境、

人工物、人間、経済社会、文化など、様々な分野・領域におけるデータ・情報へのアクセスを確保し、

それらを適切に組み合わせることが可能な環境を整備する必要がある。 
しかしながら、現状として、多様かつ膨大な量の科学技術データ・情報は個別の領域・組織において

互いに独立に生成・収集・蓄積されつつあり、必ずしも各学問分野を跨いだ形でデータ・情報が有効的

に活用されているとは言い難い(Maurer, 2006)。e-Science や Cyberinfrastructure などの新しい試みが

行われる過程において、科学技術データ・情報の生産・流通・利用に関わる技術的・経済的・法律的な

課題が顕在化しつつある。大量に蓄積された多様な情報・データを異なった背景・役割を持つ専門家や

関係者の間での共有を可能とする、公共財的な知的基盤としての知識・情報インフラストラクチャを構

築し、オープンなアクセスを保証することで共創的に活用していくことが強く求められている。地球規

模の持続可能性の達成へ向けて、如何にして大量かつ多様な情報・データの効果的・効率的な収集・流

通・活用を行い、新しい知識体系を構築していくことができるか、学融合的な観点から検討する必要が

ある。各分野における情報・データの蓄積・管理・活用に関する状況について米国・欧州・アジアを含

めた国際的な観点から分析を行い、新しい学術的な方法論の開発と、実行可能な制度のデザイン、及び

イノベーションの創出へ向けたアクション・プランを検討していかなければならない。 
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公共財としての科学技術データ・情報の実効的かつ持続可能な活用には、技術的なインフラストラク

チャの整備と共に、情報・データに対するオープンで自由なアクセス及び利用の確保と、知的財産権・

個人情報などの保護及び管理とのバランスを考慮した新しい経済・社会的制度のデザインが不可欠であ

る。情報・データの供給者・利用者を含めたステーク・ホールダー間のインセンティブの適合性を考慮

した制度設計を行うことによって初めて、科学技術からの社会的便益を向上させることが可能となる。

各学問領域において蓄積されてきた知見を学融合的に取り入れ、次世代の科学技術パラダイムを学術的

に探求・深化することで、持続可能な産業・経済・社会に向けたイノベーションの創成を目指す国際的

な研究拠点を形成していくことが期待される。 
米国においては、American Association for the Advancement of Science (AAAS)、Harvard 

University、Columbia University を始めとした大学・研究機関は、地球レベルの持続可能性に向けて、

既存分野の枠組みを超えて情報・データを統合的に活用し、イノベーションの創出へ向けた試みをすで

に開始している(American Association for the Advancement of Science, 2007)。また、中国やブラジル

など BRICs 諸国を含めて、科学技術データ・情報に関わる国際的なネットワークの構築に関しても積

極的に取り組んでいる。日本においても、国際間のデータ・情報の流通・利用がステーク・ホールダー

にとって有益になるような制度・しくみを考えることは大きな課題である。今後世界レベルで知識・情

報インフラストラクチャを構築していくに当たって、科学技術・経済・法律などのインターフェースを

コーディネートし、標準化を構築していく際に協力を行うためのチャネルとなるネットワークを形成す

ることも重要である(鎗目 and 馬場, 2007)。 
 
2. イノベーション創出における情報・知識の役割とインフラストラクチャ 
イノベーション創出をプロセスとして考えた場合、インプットとしては、大きく分けて、人的インプ

ット、物理的インプット、金銭的インプット、情報・知識インプットが考えられる。このうち、情報・

知識インプットに関して、経済学の観点からは、その特徴としていくつか重要な性質が考えられる

(Foray, 2004)。知識の創出に関しては、新しい知識は発見もしくは発明から生み出されるが、他のモチ

ベーションに基づいた活動でも、学習（leaning-by-doing, learning-by-using）によって知識は生み出

されることが多いことが指摘される。また、知識創出の社会的な効果を大きくする性質として、知識は

部分的に公共財的な性質（非排除性及び非競合性）を持っていること、知識は累積的であること、そし

てこうした性質から、知識の創出においては正のフィードバックが働く可能性がある。一方、知識の社

会的な便益を実現するのを妨げる可能性がある特徴としては、知識は文脈依存性が高く持続性が弱いこ

と、新しい知識は暗黙的（tacit）で粘着性が高い（sticky）こと、さらに知識は分散して存在し、かつ

互いに分断されていることが挙げられる。こうした情報・知識の特徴は、その流通・活用を考える上で、

物理的・金銭的インプットを扱う際とは異なる制度的な仕組みを整える必要があることを示唆している。 
伝統的に、大学は技術者や研究者を教育し、産業界に供給するとともに、企業が問題解決のためによ

り高度な知識が必要となった際に、この要請に答えられるような知識の豊かで良質なプールとして機能

することが期待されてきた(後藤, 2000)。日本においても、明治以来大学はある程度こうした機能を果

たしてきたと考えられるが(Branscomb, Kodama, and Florida, 1999)、近年、日本企業の競争力の低下

に対する危機感を背景として、大学は産業界でのイノベーションの元となるシーズを創出し、産学が緊

密な連携をすることによりイノベーションを促進すべきであるとの主張がなされている。アメリカにお

いては、1980 年にバイ・ドール法が成立して以来、過去 20 年以上にわたる産学連携の経験に基づいて、

詳細な実証研究がなされつつある(Mowery, Nelson, Sampat, and Ziedonis, 2004)。それによると、大

学における研究が影響を及ぼす経路としては、特許は必ずしも主要なものではなく、出版された論文や

報告書、公開の会議やミーティングなどの非商業的なチャネルを通じた知識の流れが最も重要であると

いう結果が得られている(Agrawal and Henderson, 2002; Cohen, Nelson, and Walsh, 2002)。 
近年、知的財産権の強化の流れを背景として、大学・公的機関においても特許の取得が重視されるよ

うになってきており、かつてのようにオープン・サイエンスの領域が確固としたものではなく、その役

割・存在意義が問われている(David, 2003)。しかしながら、大学における知識が産業界のイノベーショ

ンに与える影響として、科学論文のジャーナルでの出版、公開されたコンファレンスなどにおける発表

といった非商業的なチャネルを通じた情報・知識の流れが重要であるという研究結果は、知的財産権を

含めた制度の影響を慎重に検討しなければならないことを示唆している。今後は、情報・知識の創出・

流通・活用プロセスにおいて、「情報コモンズ」などのオープンな領域と各企業・組織などの私的な領

域の間で適切なバランスを取ることで、情報・知識の生産・流通に関わるアクターに対してインセンテ
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ィブを与えると同時に、長期的な観点から多様・広範な領域における情報・知識の利用による価値創造

を促していく必要がある(Cowan, 2004)。イノベーション創出においてデータ・情報・知識がどのよう

な役割を果たしているのか検証し、どのようにして知識・情報インフラストラクチャを維持・活用して

いくことが可能か検討を行う必要がある。 
 
3. グローバル情報コモンズの構築・活用に関する課題の検討 
科学技術に関するデータ・情報・知識の管理・アクセス・活用に関して、各セクターでの現在の状況

を正確に把握し、ベスト・プラクティスを含めた事例分析を基に詳細な検討を行う(Yarime, 2007b)。ど

のようなデータ・情報・知識がどこにどのぐらい存在し、どの程度共有化され、どのように利用されて

いるのか、グローバル情報コモンズの機能・成果と問題点・課題は何か、各分野における経験・知見を

検討する。 
技術的な側面に関して、情報学の観点から検討を行う。例えば、データ共有を目指したデータベース

のネットワーク化、データベースからのデータマイニング、統合化のためのプラットフォームの標準化、

オントロジーに基づくメタデータの活用などが考えられる。 
技術的な課題に加えて、情報コモンズの形成・管理においては、経済・経営的側面の検討も重要であ

る。データベースの提供・アクセス・利用に関するアクターのインセンティブ構造(Dasgupta and David, 
1994)、規範の役割(Merton, 1973)、市場機能を活用したビジネス・モデルの可能性、情報コモンズの効

率的なメインテナンス・マネジメントのための組織のあり方、大学・民間企業・公的機関の機能の相違

に基づいた産学官の役割分担などを検討する。 
知的財産権の管理・契約、個人情報の保護などの法律・制度面の検討も必要となる。特にデータベー

ス独自の sui generis 権利(Sanders, 2006)、所有権の不確定による公共財の浪費「コモンズの悲劇」、

逆に所有権の多数分散による有効活用の阻害「非コモンズの悲劇」(Heller and Eisenberg, 1998)が重要

な問題と考えられる。また、特許制度、環境規制(Yarime, 2007a)、国際的な標準化の設定、公的資金に

よる研究成果へのオープン・アクセスなどの公共政策などの観点からの議論も必要である。さらに世代

間公平、発展途上国とのディジタル・デバイドといった倫理的な観点からの検討も重要である。 
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